労働力確保対策助成金交付要綱
公益社団法人大分県トラック協会

令和２年８月２７日
（　目　的　）

第１条

　　この要綱は、公益社団法人大分県トラック協会（以下「協会」という）は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響で雇用を確保するために厚生労働省の雇用調整助成金を活用する会員に対し支援する。
（　助成対象者　）

第２条

　　助成対象者は、協会会員とする。ただし、つぎの者には助成しないものとする。
　(1)　協会会費を2年以上滞納している者
　(2)　労働保険・社会保険に加入していない者
　(3)　就業規則等の整備がなされていない者
（　助成対象事業　）

第３条

　　協会が助成する対象事業は、厚生労働省の行う「雇用調整助成金」の承認されたものを対象事業とする。
（　対象期間　）

第４条

　　本要綱に定める助成事業は、雇用対策として実施するものであり、令和２年４月１日から令和３年２月２８日までに国から支給を受けた事業に対して行うものとする。

（　助成金の額及び申込対象期間　）

第５条

　　助成金額の上限限度額は、１０万円とする。
　　また、一会員が申請できる額は、第３条に掲げる事業において、それぞれ１０万円に到達するまでとし、当該年度の予算の範囲内で助成する。

申込対象期間は、令和２年４月１日から令和３年２月２８日までとする。
（　助成金の交付申請　）

第６条

　(1)　会員事業者は大分労働局長からの支給決定通知書を受けた場合に、第５条に該当する額を協会に申請することができる。

(2)　前項の申請は別紙様式の｢労働力確保対策助成交付申請書｣により行うものとする。その際、大分労働局長からの「支給決定通知書」の写しを添付しなければならない。

(3)　助成金の交付申請は随時行うものとし、概ね予算の終了をもって打ち切りとする。
　　ただし、最終申込期限は令和３年３月１６日とする。

（　助成金の交付　）

第７条

　　協会は前条による助成金の交付申請があった場合には、その内容を精査し、予算の範囲内で当該助成金額を確定して会員事業者に交付するものとする。

（　助成金の返納　）

第８条

　　当該助成金の交付を受けた会員事業者が、協会を脱会及び国から当該助成金にかかる返納等の命
令があった時は、その理由の如何を問わず、助成金の全額返納を求めるものとする。

（　報告の義務　）

第９条

　　助成金の交付を受ける会員事業者は、協会が必要と認める場合には、所定の報告を行わなければならない。

（　その他　）

第１０条

　　この要綱に定めのあるもののほか、その運用に関し必要がある場合には、協会理事会で対処するものとする。
付　則
１．本要綱は、令和２年８月２７日をもって施行する。

令和　　年　　月　　日

 (公社)大分県トラック協会長　　殿

申請者

                                                                    　　　                ㊞
労働力確保対策助成金交付申請書

　このたび、下記のとおり実施したので「労働力確保対策助成金交付要綱」に従い交付申請を致します。
記
1.対象事業

雇用調整助成金　　　　□　休　　業　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　□　教育訓練　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　※　□にﾁｪｯｸ及び金額を記入する。
2.交付金額

　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円也
　　　　　
3.添付書類

　　・支給決定通知書(労働局長名)の写し

4.振込み先

	金融機関名
	

	口座番号
	

	種別
	普　通　　　　　　　　　　当　座

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 14(（　めいぎにん　）),名義人)
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



5．宣　誓
　労働力確保対策助成金交付要綱による処分に対し異議申立はいたしません。
協会記入欄





受理番号　　　　　　　　








